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令和８年度 労働報酬下限額（案） 

 

【ポイント】 

豊島区の公契約条例制定の経緯として、労働力の確保が議論されている背景があるた

め、他区の水準との均衡が重要と考える。 

 

【労働報酬下限額の設定方法】 

１ 工事又は製造の請負契約に係る業務に従事する特定労働者等 

(1)先行区の状況 

先行 13区で公共工事設計労務単価から労働報酬下限額を設定している。 

(2)豊島区の算定方法 

先行区との均衡を重視するため、公共工事設計労務単価からの設定を検討する。 

（事務局案） 

・令和８年度に適用される東京都における各職種の公共工事設計労務単価を計算の基礎

とし、８時間で除し、90％を乗じた額 

・受注者等が労働者等との合意の下、見習い・手元等の労働者と判断する者、年金等の

受給のために賃金を調整している労働者は、「軽作業員」の公共工事設計労務単価を

計算の基礎とし、８時間で除し、70％を乗じた額。 

※次に掲げる職種は、令和７年度に適用される公共工事設計労務単価の設定がなく、令和

８年度においても同様の可能性があるため、右欄の職種の単価を準用する。ただし、令

和８年度に新たに設定された場合は、その単価を用いて計算する。 

・建具工⇒大工    ・建築ブロック工⇒ブロック工 

※これ以外の職種で、令和８年度に公共工事設計労務単価の設定がない場合、令和７年度

の単価に他職種の平均上昇率を乗じて設定する。 

（例）令和８年度に■■工の設定がない場合 

職種 令和７年度 令和８年度 上昇率 計算の基礎 

●●工 30,000円 33,000円 1.100 33,000円 

▲▲工 30,000円 32,400円 1.080 32,400円 

平均 － － 1.090 － 

■■工 28,000円 設定なし 1.090 30,520円 

  ※■■工は、30,520円÷８時間×90％＝3,434円 

  ※１円未満の端数は計算の都度、四捨五入する。 

  ※上昇率は、小数点以下第４位を四捨五入する。  
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２ 前号に掲げる特定労働者以外の特定労働者等 

(1)先行区の状況 

先行区では、会計年度任用職員報酬や高卒職員初任給から設定している、前年度の労

働報酬下限額を補正する、特定の計算式を持たないなど、様々である。 

(2)豊島区の算定方法 

先行区との均衡を図る上で統一的な算定方法の設定は困難であることから、初年度は

他区実績に基づいた設定を検討する。 

（事務局案） 

令和８年度については
．．．．．．．．．．

、各区における令和７年度の労働報酬下限額の平均値に、東京

都における地域別最低賃金の令和６年度から令和７年度の上昇率を乗じた額 

《計算式》 

令和７年度労働報酬下限額の平均値（先行 13区）＝1,367円 

地域別最低賃金の上昇率＝1,226円（R7）÷1,163円（R6）＝1.054 

1,367円×1.054＝1,441円 

※１円未満の端数は計算の都度、四捨五入する。 

※上昇率は、小数点以下第４位を四捨五入する。 

 

 

【参考】豊島区公契約条例（抜粋） 

第８条 区長は、次の各号に掲げる特定労働者等の区分に応じ、当該各号に定めるものそ

の他の事情を勘案して、労働報酬下限額を定めるものとする。 

(1) 工事又は製造の請負契約に係る業務に従事する特定労働者等 

農林水産省及び国土交通省が決定する公共工事の工事費の積算に用いるための労務の単価 

(2) 前号に掲げる特定労働者等以外の特定労働者等 

最低賃金法第９条第１項に規定する地域別最低賃金及びその他公的機関が定める基準 



【資料１別紙】令和７年度の公共工事積算労務単価を基にした労働報酬下限額の試算

職種 特殊作業員 普通作業員 軽作業員 造園工 法面工 とび工

労務単価 29,900 26,800 18,500 27,100 33,400 32,900

相当額 3,364 3,015 2,082 3,049 3,758 3,702

職種 石工 ブロック工 電工 鉄筋工 鉄骨工 塗装工

労務単価 32,800 30,500 32,600 32,600 29,600 34,500

相当額 3,690 3,432 3,668 3,668 3,330 3,882

職種 溶接工
運転手

（特殊）

運転手

（一般）
潜かん工 潜かん世話役 さく岩工

労務単価 37,000 30,500 25,400 37,000 44,300 39,600

相当額 4,163 3,432 2,858 4,163 4,984 4,455

職種 トンネル特殊工 トンネル作業員
トンネル

世話役

橋りょう

特殊工

橋りょう

塗装工

橋りょう

世話役

労務単価 35,800 31,000 40,500 34,800 35,500 40,600

相当額 4,028 3,488 4,557 3,915 3,994 4,568

職種
土木一般

世話役
高級船員 普通船員 潜水士 潜水連絡員 潜水送気員

労務単価 32,400 38,200 30,800 49,900 36,500 35,400

相当額 3,645 4,298 3,465 5,614 4,107 3,983

職種 山林砂防工 軌道工 型わく工 大工 左官 配管工

労務単価 32,100 57,400 31,700 30,400 33,000 28,600

相当額 3,612 6,458 3,567 3,420 3,713 3,218

職種 はつり工 防水工 板金工 タイル工 サッシ工 屋根ふき工

労務単価 30,100 36,100 34,200 27,100 32,100 33,900

相当額 3,387 4,062 3,848 3,049 3,612 3,814

職種 内装工 ガラス工 建具工 ダクト工 保温工 設備機械工

労務単価 33,000 31,600 30,400 29,600 27,700 28,000

相当額 3,713 3,555 3,420 3,330 3,117 3,150

職種
交通誘導

警備員A

交通誘導

警備員B
建築ブロック工 見習い・手元等

労務単価 20,200 17,600 30,500 18,500

相当額 2,273 1,980 3,432 1,619



「豊島区公契約条例に関する検討会議」での検討課題について 

 

 

以下の事項は、「豊島区公契約条例に関する検討会議」において、引き続き

審議することを望む意見があったものである。 

 

〇審議会の開催スケジュールについて 

先行自治体を見ると、審議会３回では議論を尽くせていない状況がある。

事務局提案の 10月より早期に審議会を開催することを検討されたい。 

 

〇条例第２条第１項第３号イに該当する特定公契約の基準額について 

当初「2000万円以上」を案として議論を進めたところ、清掃業を中心に保

護が十分でないといった観点から、「1000万円以上」を基準額とすることで

条例案を決定した。条例の附則に見直し条項があることから、３年後に物価

の状況等を踏まえ、基準額が適切なものかどうかを引き続き検討されたい。 

資料２ 
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○豊島区公契約条例 

 

令和 7 年 10 月 27 日 

条例第 40 号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、豊島区（以下「区」という。）におけるすべての公契約に関し、基

本方針及びその他必要な事項を定めることにより、区が発注する公共工事等の品質を確保

するとともに、その業務に従事する労働者の賃金引上げやダンピング防止につなげ、労働

者等の労働環境確保の実効性を高め、もって区民の福祉の増進及び地域経済の活性化に寄

与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 公契約 区が締結するすべての請負契約、業務委託契約、売買契約その他の契約及び

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以

下「指定管理者」という。）と締結する公の施設の管理に関する協定（以下「指定管理協

定」という。）をいう。 

(2) 受注者 区と公契約を締結する者をいう。 

(3) 特定公契約 次に掲げる公契約をいう。ただし、受注者が国、地方公共団体その他規

則で定める者である公契約を除く。 

ア 区が発注する工事又は製造の請負契約のうち、予定価格が９，０００万円以上のもの 

イ 区が発注する工事又は製造以外の請負契約及び業務委託契約のうち、予定価格が１，

０００万円以上のものであって、規則で定めるもの 

ウ 指定管理協定 

(4) 特定受注者 区と特定公契約を締結する者をいう。 

(5) 特定受注関係者 次に掲げる者をいう。 

ア 区以外の者から特定公契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者（次号ウに

掲げる者を除く。） 

イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０

年法律第８８号）第２条第３号に規定する労働者派遣事業として、特定受注者又はアに掲

げる者に労働者を派遣する者 

参考資料 1-1 
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(6) 特定労働者等 次に掲げる者をいう。 

ア 特定受注者又は前号アに掲げる者に雇用され、専ら特定公契約に係る業務に従事する

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用

する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。） 

イ 前号イに掲げる者が雇用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律第２条第２号に規定する派遣労働者であって、専ら特定公契約に係る業

務に従事するもの 

ウ 自らの労務の対価を得るため、区以外の者から特定公契約に係る業務の一部を請け負

い、又は受託する者であって、自ら雇用する者がいないもの 

(7) 労働報酬 特定公契約に係る労務の対価で、次に掲げるものをいう。 

ア 前号ア又はイに該当する者がその雇用する者から得る賃金 

イ 前号ウに該当する者が当該請負契約又は業務委託契約により得る収入 

 

（基本方針） 

第３条 区における公契約に係る基本方針は、次のとおりとする。 

(1) 適正な履行の確保、良好な品質の確保、適正価格での調達を実現すること。 

(2) 手続の透明性の確保、公正な競争を促進すること。 

(3) 適正な労働条件の確保、労働環境の整備を促進すること。 

(4) 談合その他の不正行為を排除すること。 

(5) 区内事業者の受注機会の確保、地域経済の活性化に資すること。 

(6) 区と受注者との対等な関係において、公契約制度を適正に運用すること。 

 

（区の責務） 

第４条 区は、前条の基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的に策定し、及び

実施する責務を有する。 

 

（受注者の責務） 

第５条 受注者は、公契約を締結した者としての社会的な責任を自覚し、公契約に係る業

務の公共性を認識し、法令等を遵守するとともに、前条の施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

２ 受注者は、労働者に適正な賃金を支払うとともに、労働者等の適正な労働条件の確保

及び向上を図り、労働環境の整備に努めなければならない。 
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（区内の事業者の活用） 

第６条 受注者は、公契約に係る業務の一部を他の事業者に請け負わせ、又は委託しよう

とするときは、区内の事業者に当該公契約に係る業務の一部を請け負わせ、又は委託する

ように努めなければならない。 

 

（労働報酬下限額） 

第７条 区長は、特定公契約において、特定受注者及び特定受注関係者が特定労働者等

（最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第７条に規定する労働者を除く。次条、第１

０条及び第１１条並びに別表第４号及び第６号から第８号までにおいて同じ。）に対し、

区長が定める額（以下「労働報酬下限額」という。）以上の額の労働報酬を支払わなけれ

ばならないことを定めるものとする。 

２ 労働報酬下限額は、時間によって定めるものとする。 

３ 労働報酬が時間以外の期間又は出来高払制その他の請負制によって定められている場

合における当該労働報酬の換算方法は、規則で定める。 

 

（労働報酬下限額の決定） 

第８条 区長は、次の各号に掲げる特定労働者等の区分に応じ、当該各号に定めるものそ

の他の事情を勘案して、労働報酬下限額を定めるものとする。 

(1) 工事又は製造の請負契約に係る業務に従事する特定労働者等 農林水産省及び国土交

通省が決定する公共工事の工事費の積算に用いるための労務の単価 

(2) 前号に掲げる特定労働者等以外の特定労働者等 最低賃金法第９条第１項に規定する

地域別最低賃金及びその他公的機関が定める基準 

２ 区長は、労働報酬下限額を定めようとするときは、あらかじめ第１６条に規定する豊

島区公契約審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 区長は、労働報酬下限額を定めたときは、これを告示するものとする。 

 

（特定公契約に定める事項） 

第９条 区長は、特定公契約において、第７条第１項に規定するもののほか、別表に掲げ

る事項を定めるものとする。 

 

（特定労働者等の申出） 

第１０条 特定労働者等（特定労働者等であった者を含む。次条及び第１２条並びに別表

第７号及び第８号において同じ。）は、労働報酬が支払われるべき日において、支払われ
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るべき当該労働報酬が支払われていない場合又は支払われた当該労働報酬の額が労働報酬

下限額を下回る場合は、区長又は特定受注者若しくは特定受注関係者にその事実を申し出

ることができる。 

 

（不利益取扱いの禁止） 

第１１条 特定受注者及び特定受注関係者は、前条の規定による申出があった場合は、誠

実に対応するとともに、当該特定労働者等が当該申出をしたことを理由として、解雇、請

負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

（報告及び立入調査） 

第１２条 区長は、第１０条の規定による申出があったとき、又はこの条例に定める事項

の遵守の状況を確認するため必要があると認めるときは、特定受注者若しくは特定受注関

係者に対し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又は区職員若しくは区が委託した事業

者の従事者をして、当該特定受注者若しくは特定受注関係者の事業所等へ立ち入らせ、特

定労働者等の労働条件が分かる書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させ

ることができる。 

２ 前項の規定により立入調査等をする職員又は区が委託した事業者の従事者は、その身

分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならな

い。 

３ 第１項の規定による立入調査等の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

 

（是正措置） 

第１３条 区長は、前条第１項の規定による報告及び資料の提出並びに立入調査等の結

果、特定受注者及び特定受注関係者が第７条第１項又は第９条の規定による特定公契約の

定めに違反していると認めるときは、特定受注者に対して速やかに当該違反を是正するた

めに必要な措置を講ずべきことを求めることができる。 

２ 特定受注者は、前項の規定による求めがあったときは、速やかに当該違反の是正その

他の必要と認める措置を講ずるとともに、当該措置の内容を区長に報告しなければならな

い。 
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（特定公契約の解除） 

第１４条 区長は、次のいずれかに該当する場合は、当該特定公契約を解除（指定管理協

定にあっては、当該指定管理協定に係る指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることをいう。以下同じ。）することができ

る。 

(1) 特定受注者又は特定受注関係者が第１２条第１項の規定による報告をせず、若しくは

虚偽の報告をし、又は立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳

述せず、若しくは虚偽の陳述をした場合 

(2) 特定受注者が前条第１項の規定による求めに応じない場合 

(3) 特定受注者が前条第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした場合 

２ 区は、前項の規定による特定公契約の解除によって生じた損害について、賠償する責

任を負わない。 

 

（公表） 

第１５条 区長は、前条第１項の規定により特定公契約を解除した場合又は特定公契約の

契約期間（指定管理協定にあっては、当該指定管理協定に係る地方自治法第２４４条の２

第５項に規定する期間。以下同じ。）の終了後に特定受注者若しくは特定受注関係者が当

該特定公契約の定めに違反していたことが判明した場合は、その旨を公表することができ

る。 

２ 区長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ当該特定受注者又は

特定受注関係者に対し、意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 

 

（公契約審議会の設置） 

第１６条 区長の附属機関として、豊島区公契約審議会（以下「審議会」という。）を置

く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、区長に意見を述

べるものとする。 

(1) この条例の施行状況 

(2) 第８条第１項の規定による労働報酬下限額 

(3) 第２条第３号の規定による特定公契約の対象となる公契約の範囲 

(4) その他公契約に関する必要な事項 

３ 審議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員をもって組織する。 

(1) 学識経験を有する者 ２人以内 
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(2) 労働者団体関係者 ２人以内 

(3) 事業者団体関係者 ２人以内 

４ 委員の任期は２年とし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第

８条及び第１６条の規定は、公布の日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 第７条及び第９条から第１５条まで並びに別表の規定は、令和８年５月１日以後に締

結する特定公契約について適用する。 

 

（検討） 

３ 施行日から起算して３年ごとに、この条例の施行状況について検討を加え、必要があ

ると認めるときは、その結果に基づいて見直しを行うものとする。 

 

（豊島区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 豊島区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成２６年豊島区条例第

３９号）の一部を次のように改正する。 

別表豊島区入札監視委員会委員の項の次に次のように加える。 

豊島区公契約審議会委員 会長日額 １５，７００円 

委員日額 １３，７００円 
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別表（第９条関係） 

(1) 特定公契約に係る労働条件の遵守 特定受注者は、第２条第６号ア又はイに掲げる

特定労働者等に係る労働条件について、関係法

令の規定を遵守しなければならないこと。 

(2) 特定公契約に係る請負条件 特定受注者は、第２条第６号ウに掲げる特定労

働者等に業務の一部を請け負わせ、又は委託す

るときは、その条件について、前号の関係法令

の趣旨を尊重したものとしなければならないこ

と。 

(3) 継続雇用 特定受注者は、継続性のある業務に関する特定

公契約を締結するときは、当該業務に従事する

者の雇用の安定並びに当該業務の質の維持及び

継続性の確保に配慮し、当該特定公契約の締結

前から当該業務に従事していた者のうち希望す

るものを雇用するよう努めること。 

(4) 特定受注者の連帯責任 特定受注者は、特定受注関係者が特定労働者等

に対して労働報酬を支払わないとき又は支払っ

た労働報酬の額が労働報酬下限額を下回るとき

は、当該特定労働者等に対し、当該特定受注関

係者と連帯して、当該労働報酬に相当する額又

はその差額に相当する額を支払うものとするこ

と。 

(5) 区長への報告 特定受注者は、規則で定めるところにより、特

定労働者等に係る労働条件に関する事項を区長

に報告しなければならないこと。 

(6) 特定労働者等への周知 特定受注者は、次に掲げる事項を作業所等の特

定労働者等の見やすい場所に掲示し、又は特定

労働者等に対し、当該事項を記載した書面を交

付しなければならないこと。 

ア この条例が適用される特定労働者等の範

囲 

イ 労働報酬下限額 

ウ 第４号の規定の内容 

エ 第１０条の規定による申出をする場合の

連絡先 

オ 第１１条の規定の内容 
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(7) 特定労働者等の申出 特定労働者等は、第１０条の規定により、労働

報酬が支払われるべき日において、支払われる

べき当該労働報酬が支払われていない場合又は

支払われた当該労働報酬の額が労働報酬下限額

を下回る場合は、区長又は特定受注者若しくは

特定受注関係者にその事実を申し出ることがで

きること。 

(8) 不利益取扱いの禁止 特定受注者及び特定受注関係者は、第１０条の

規定による申出があった場合は、誠実に対応す

るとともに、当該特定労働者等が当該申出をし

たことを理由として、解雇、請負契約の解除そ

の他不利益な取扱いをしてはならないこと。 

(9) 報告及び立入調査への対応 特定受注者及び特定受注関係者は、第１２条第

１項の規定による報告及び資料の提出の求め並

びに立入調査等に応じなければならないこと。 

(10) 是正措置 特定受注者は、第１３条第１項の規定による区

長の求めがあったときは、速やかに当該違反の

是正その他の必要と認める措置を講ずるととも

に、その結果を区長に報告しなければならない

こと。 

(11) 特定公契約の解除等 区長は、第１４条第１項各号のいずれかに該当

する場合は、当該特定公契約を解除することが

でき、区は、当該解除により特定受注者又は特

定受注関係者に生じた損害を賠償する責任を負

わないこと。 

(12) 公表 区長は、第１５条第１項の規定により、前号の

規定により特定公契約を解除した場合又は特定

公契約の契約期間終了後に特定受注者若しくは

特定受注関係者が第７条第１項若しくは第９条

の規定による特定公契約の定めに違反していた

ことが判明した場合は、その旨を公表すること

ができること。 

(13) 損害賠償 特定受注者は、第１１号の規定により特定公契

約を解除された場合において、それによって区

に損害が生じたときは、その損害を賠償しなけ

ればならないこと。 
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(14) 特定公契約の解除に係る違約金 区長は、第１１号の規定により特定公契約を解

除した場合は、特定受注者から違約金を徴収す

ることができること。 

(15) 特定受注関係者と締結する契約 特定受注者は、特定受注者が特定受注関係者と

特定公契約に係る契約を締結するときは、当該

特定受注者が遵守すべき約定事項について、特

定受注関係者が当該特定受注者に準じて当該約

定事項を遵守することとなるよう、当該契約を

締結する特定受注関係者との間で約定しなけれ

ばならないこと。 
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○豊島区公契約条例施行規則 

 

令和 7 年 12 月 12 日 

規則第 121 号 

  

（趣旨） 

第１条 この規則は、豊島区公契約条例（令和 7 年豊島区条例第 40 号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例によ

る。 

 

（適用範囲） 

第３条 条例第２条第３号の規則で定める者は、次に掲げるものとする。 

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項の規定に基づき

随意契約により契約をする場合であって、契約の相手方が特定の者に限られるものと認め

るときに、区と公契約を締結した者 

(２) 前号に掲げるもののほか、区長が認める者 

２ 条例第２条第３号イの規則で定める契約は、次に掲げるものとする。 

(１) 建物清掃に関する契約 

(２) 人的警備・受付に関する契約 

(３) 設備管理保守（消防設備等）に関する契約 

(４) 道路・公園清掃に関する契約 

(５) 給食調理に関する契約 

(６) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める契約 

 

（労働報酬の換算方法） 

第４条 条例第７条第３項の規則で定める方法は、最低賃金法施行規則（昭和３４年労働

省令第１６号）第２条の規定を準用する。 

 

（労働条件等の報告） 

参考資料 1-2 



2 

 

第５条 条例別表第５号の規定による報告は、次に掲げる事項を区長が指定する日までに

行わなければならない。 

(１) 特定労働者等に係る雇用契約の締結の状況 

(２) 特定労働者等に対する労働報酬の支払の状況 

(３) 特定労働者等の労働時間の管理の状況 

(４) 安全衛生の管理の状況 

(５) 約定事項の遵守の状況 

(６) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 特定受注者は、前項の規定により報告した事項に変更があったときは、速やかに区長

に報告しなければならない。 

 

（身分証明書） 

第６条 条例第１２条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（別記様式）と

する。 

 

（公表） 

第７条 条例第１５条第１項の規定により公表する事項は、次に掲げるものとする。 

(１) 特定公契約の件名及び締結の日（指定管理協定にあっては、当該指定管理協定に係る

公の施設の名称及び指定管理者の指定の日） 

(２) 特定受注者又は特定受注関係者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その

名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

(３) 特定公契約を解除した場合にあっては、その日（指定管理協定にあっては、当該指定

管理協定に係る指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しく

は一部の停止を命じた日）及びその理由 

(４) 特定公契約の契約期間の終了後又は指定管理協定により指定管理者に管理を行わせる

期間の満了後に、特定受注者又は特定受注関係者が条例第７条第１項又は第９条の規定に

よる特定公契約の定めに違反していたことが判明した場合にあっては、当該違反の内容 

(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

 

（審議会の会長） 

第８条 条例第１６条に規定する審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 
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３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がそ

の職務を代理する。 

 

 

（審議会の招集及び会議） 

第９条 審議会は、会長が招集する。ただし、会長及び前条第３項の規定により会長の職

務を代理する者が定められていないときは、区長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴き、

又は委員以外の者から資料の提出を求めることができる。 

５ 審議会の会議は、公開とする。ただし、審議会の議決があったときは、非公開とする

ことができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の議事に関し必要な事項は、会長が審議会に諮っ

て定める。 

 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第８条及び第９条の規定は、公

布の日から施行する。 
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別記様式（第６条関係） 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

身分証明書 

所属    

氏名    

 

上記の者は、豊島区公契約条例第 12 条第 1 項の規定により事業所等へ立ち入り、 

調査又は質問を行う権限を有する者であることを証明する。 

 

交付年月日  年 月 日 

有 効 期 限  年 月 日 

 

豊島区長   

豊島区公契約条例（抜粋） 

 

（報告及び立入調査） 

第 12 条 区長は、第 10 条の規定による申出があったとき、又はこの条例に定める事

項の遵守の状況を確認するため必要があると認めるときは、特定受注者若しくは特

定受注関係者に対し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又は区職員若しくは区

が委託した事業者の従事者をして、当該特定受注者若しくは特定受注関係者の事業

所等へ立ち入らせ、特定労働者等の労働条件が分かる書類その他の物件を調査さ

せ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査等をする職員又は区が委託した事業者の従事者は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければ

ならない。 



特別区の労働報酬下限額 

 

〇各区の労働報酬下限額（工事以外） 

No 区名 R6単価 R7単価 （参考）条例型 

1 千代田区 － 1,335 ILO型 

2 新宿区 1,245 1,438 行政指導型 

3 文京区 － 1,295 ILO型 

4 台東区 － 1,323 ILO型 

5 北区 1,191 1,368 行政指導型 

6 品川区 － － ILO型 

7 目黒区 1,191 1,298 ILO型 

8 世田谷区 1,330 1,460 行政指導型 

9 渋谷区 1,240 1,426 公権力指導型 

10 中野区 1,310 1,380 ILO型 

11 杉並区 1,231 1,400 ILO型 

12 墨田区 1,210 1,349 行政指導型 

13 足立区 1,219 1,350 ILO型 

14 葛飾区 － － 理念型 

15 江戸川区 1,220 1,350 ILO型 

各区平均 1,239 1,367   

※千代田区は複数の設定があるため、最も低い額を記載 

※各区とも１時間当たり下限額 

 

【参考】東京都における地域別最低賃金の推移 

改正効力発生日 R4.10.1～ R5.10.1～ R6.10.1～ R7.10.3～ 

単価 1,072  1,113  1,163  1,226  

対前年比 －  1.038  1.045  1.054  
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